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１．はじめに 

地球温暖化に伴う気候変動の影響により，日本にお

いて様々な水災害リスクの増加が懸念されている．手

塚ら(2014) は洪水に関して，鈴木 (2012)は高潮に関し

て，川越ら( 2014)は斜面崩壊に関して，地球温暖化状況

下における日本全域の水災害被害額を評価した．しか

し，これらの研究は単一の災害にのみ焦点を当ててお

り，それらの災害が同時に発生した際のリスクについ

て言及していない．伊勢湾台風のように洪水と高潮が

同時に発生した例を踏まえると，水災害の同時発生リ

スクを定量的に評価する事は重要である． 

したがって，本研究では，洪水と高潮と斜面崩壊が同

時に発生する災害を複合災害と定義し，日本全土にお

ける複合災害の年期待被害額定量評価及びその将来推

定を目的とした． 

２．複合災害被害額推定手法 

２．１． 現在被害額 

年最小気圧観測日の前後一日の最大潮位偏差と最大

日降水量のデータを用いて，年最小気圧と潮位偏差，年

最小気圧と日降水量の回帰式を作成した．一例として，

鹿児島における年最小気圧と潮位偏差，年最小気圧と

日降水量の関係を図-1に示す．R2は決定係数，p は有

意確率である．複合災害の発生確率は年最小気圧の再

現期間を用いて表現された．再現期間 50 年，100 年の

年最小気圧を既に求めた回帰式に代入して，地点別に

複合災害を引き起こす潮位偏差及び日降水量を求め，

逆距離加重法により日本全土に分布させた． 

洪水・高潮浸水被害額は，二次元不定流洪水氾濫モデ

ルにより算出された浸水深を基に推定された．洪水氾

濫計算の初期条件として海岸線に潮位を与えた状態で，

日降水量を与えた条件により洪水氾濫計算を行い，浸

水深を算出した．治水経済調査マニュアル（案）（2005）

を参考に，土地利用別に被害額単価及び浸水深別被害

率を設定した．この両者を乗じて洪水・高潮浸水算出し

た．降水量間の被害額を線形補間した日降水量 0mm，

50mm，100mm，150mm，200mm，250mm，300mm，

500mmに対する斜面崩壊被害額分布図（川越ら (2014)）

と回帰式により算出された日降水量から斜面崩壊被害

額を算出した． 

一度被害が生じた場所において異なる災害が再び発

生しても被害額が小さいほうの被害は生じないと仮定

し，グリッドセル毎に洪水・高潮浸水被害額と斜面崩壊

被害額を比較し，大きい方の値を採用することにより

被害額分布図を作成した． 

２．２． 将来被害額 

用いたGCMはGFDL-CM3，HadGME2-ES，MIROC5，

MRI-CGCM3の 4種，RCPシナリオは RCP2.6，RCP4.5，

RCP8.5 の 3 種である．現在，2050 年期（2031年～2050

年）及び 2100 年期（2081年～2100 年）の被害額を推定

した． 

GCM の海面気圧出力値の頻度解析から，再現期間 50

年，100年の年最小気圧の将来値を推定した．スケーリ

ング法によりグリッドセル毎に出力値のバイアスを補

正し再現期間 50年と 100年の年最小気圧の将来値を算

出した．前述の回帰式に年最小気圧を代入し，将来の日
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図-1 鹿児島における年最小気圧と潮位偏差，年最小気圧

と日降水量の関係 
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降水量と潮位偏差の分布を求め，将来の複合災害潜在

被害額を推定した． 

２．３． 年期待被害額 

現在，日本の洪水対策が想定している流量の再現期

間は一定ではないものの，一級河川や都市河川が概ね

50 年以上である状況を考慮し，日本全土において再現

期間 50年に対応する被害を堤防により防御可能と仮定

し，再現期間 50 年以下の潜在被害額を切り落とした．

再現期間 100 年以上の被害は発生確率が低く，年平均

期待被害額に大きな影響を及ぼさないので，今回は再

現期間 100 年以上の災害を扱わず年平均期待被害額を

算出した． 

 

３．結果 

 現在気候下の複合災害の年平均期待被害額分布図を

図-2 に示す．土地の資産価値が高く，標高の低い地域

が多いため三大都市圏における被害額が比較的大きく

なる事が示された．日本全土における複合災害の年期

待被害額は 1.11兆円／年と推定された． 

 日本全土の複合災害年平均期待被害額を表-1 にまと

めた．4GCM，3RCP シナリオ平均の年期待被害額は

2050年期で 1.20兆円／年，2100年期で 1.22兆円／年

になり，現在と比べ 2050 年期にかけて 1.08 倍，2100

年期にかけて 1.10 倍に有意に増加すると推定された．

GCM，RCPシナリオ別に比較して，同解析期間内での

最大被害額と最小被害額の比は，2050 年期では 1.28，

2100 年期では 1.36 と推定された．複合災害の将来年

期待被害額から現在の年期待被害額を引いた被害額分

布図を図-3 に示す．日本全土において一様に被害額が

上昇しているものの，将来的に被害額の減少する地域

も認められた．現在被害額が示す傾向と同様に，三大都

市圏において被害額が大きく上昇している事を示す赤

のセルが多く認められた．  

 

４．結論 

本研究から，以下の結論を得た． 

1） 複合災害年平均期待被害額は 2050 年期において

現在比1.08倍，2100年期において1.10倍になる． 

2） GCM，RCPシナリオ別に比較して，同解析期間内

での最大被害額と最小被害額の比は，2050年期で

は 1.28，2100年期では 1.36と推定された．  
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表-1 GCM・RCP別の複合災害将来年平均期待被害額（兆円／年） 

図-3 複合災害将来年平均期待被害額分布図： 
現在被害額との差（4GCM，3RCPシナリオの平均） 
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図-2 複合災害年平均期待被害額図 
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